
 

 

地方創生の推進に関する重点提言 
 

 地方創生を実現するためには、個々の自治体や一地方の取組だけでは限界が

ある。そのため、国における実効性のある政策の下、国・都道府県・市町村等

が相互に連携を図りながら、様々な課題に一体となって積極的に取り組むこと

が重要である。 

 第２期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」においては、地方創生の動きを

更に加速させ、真に実りあるものとすることが求められている。 

 また、新型コロナウイルス感染症により、人々の意識や行動に大きな変化が

生じている。この機を捉え、災害リスクも高い東京一極集中の流れを大きく変

え、分散型国土の具現化を図っていくことが必要である。 

 よって、国は、特に次の事項について積極的かつ適切な措置を講じられたい。 

 

１．地方版総合戦略の確実な推進 

（１）地方創生の推進に当たり、国は、少子化対策の抜本強化や介護サービス

基盤の確保をはじめ、地域交通、情報通信等の社会基盤整備の推進による

地方と都市部における格差の解消など、国が本来行うべき施策に重点的に

取り組むこと。 

   また、人口減少や東京一極集中の是正等の喫緊の重要課題の解決に向け、

関係省庁が連携して実効性のある取組を早急に実施すること。 

（２）地方創生について、国民の関心を高める広報・啓発活動等を充実させる

こと。特に、地方移住や地方との関わりを持つことの魅力などについて、

効果的・戦略的な情報発信を進めること。 

 

２．Ｓｏｃｉｅｔｙ5.0 の実現とスマート自治体の推進 

（１）ＡＩ等の先端技術については、人口減少が進む地方においてこそ、様々

な分野で課題を解決するツールとして活用できる可能性が高いため、日本

全国でＳｏｃｉｅｔｙ5.0 が実現できるよう、５Ｇ・光ファイバ等のＩＣ

Ｔインフラ整備を推進するとともに、専門技術者やノウハウが不足する都

市自治体に対する必要な支援を行うこと。 

（２） 都市自治体の業務の効率化の推進に向けたシステムの標準化については、

個々の自治体の負担を軽減し、コスト削減を図りながら、すべての都市自



 

 

治体が円滑に実施できるよう、国が主導して制度的枠組みを構築すること。 

 

３．少子化対策、子ども・子育て支援の充実 

（１）若い世代が安心して結婚、妊娠・出産、子育てができる環境を整備する

ため、地域独自の取組に対する財政支援の充実を図るとともに、子育て世

帯の経済的負担の軽減等、国自らが長期を展望した少子化対策を強力に推

進すること。 

（２）子ども・子育て支援新制度の実施主体である都市自治体が地域のニーズ

に基づく総合的な子育て支援施策を展開することが可能となるよう、各種

支援の「量的拡充」と「質の向上」の実現に必要となる１兆円超の財源を

確実に確保すること。 

（３）幼児教育・保育の無償化の実施については、認可外保育施設の質の確保・

向上をはじめとする様々な課題に対し、ＰＤＣＡサイクルを行う「幼児教

育の無償化に関する協議の場」において、引き続き十分な協議を行い、都

市自治体の意見を十分に反映して制度の充実・改善を図ること。 

（４）都市自治体が「新・放課後子ども総合プラン」に基づく質の改善や量の

拡大等に対応できるよう、施設整備や運営に係る財政措置を拡充すること。 

   また、地域の実態に対応した運営が可能となるよう、補助基準額等を増

額すること。 

（５）子育てしやすい社会の実現に日本全体で取り組むとともに、我が国の将

来を担う子どもたちが必要な医療サービスを公平に受けることができるよ

う、少なくとも未就学児までの子ども医療費については、全国一律の国の

保障制度を創設すること。 

   また、各種医療費助成制度等、地方単独事業の実施に伴う国民健康保険

の国庫負担金の減額措置について、未就学児までを対象とする子ども医療

費助成に係る減額措置の平成 30 年度からの廃止に留まらず、すべての地方

単独事業実施に係る減額措置を廃止すること。 

 

４．地方への新しいひとの流れをつくる 

（１）東京一極集中の是正に向け、大規模災害の発生や感染症の感染拡大がも

たらすリスクも踏まえ、リモートワークなど多様なデジタル化を進めるこ

とで、地方での仕事の創出や地方への仕事の移転、地方への移住・定住を



 

 

推し進め、分散型国土の具現化を図ること。 

   また、政府関係機関の地方移転について、国が主体的に取り組み、早期

に実施すること。その際、移転に伴う負担を地方に求めないこと。 

（２）地方への新しいひとの流れをつくるため、都市自治体が行う移住・定住

支援施策に対し、財政措置を拡充するとともに、地方移住希望者に対する

就業支援や移住に伴う経済負担等の軽減などにより、若者を中心としたＵ

ＩＪターンの抜本的強化を図ること。また、将来的なＵＩＪターンにつな

がる「関係人口」の拡大に向けた取組を推進すること。 

（３）地域おこし協力隊について、応募者の裾野の拡大を図るとともに、隊員

の任期終了後の定住・定着を一層推進すること。また、都市自治体が負担

する経費について、財政措置を拡充すること。 

（４）地域経済の活性化等を図るため、女性・高齢者・外国人などの人材が地

域で活躍できるよう、効果的な支援策を講じること。 

（５）企業の地方移転や地方拠点の拡大を一層促進し地域経済の活性化を図る

ため、税制特例措置を拡充するとともに、企業誘致の施策に係る支援措置

を充実すること。 

（６）新型コロナウイルス感染症によって、建設業や製造業等において、輸入

部品や資材等の調達が滞り生産体制に深刻な影響が生じていることから、

国内調達が可能となるよう日本での代替生産などを行う企業等に対する支

援制度を拡充するとともに、積極的に地方都市への誘導を図ること。 

 

５．地域経済活性化 

（１）地域経済の好循環と農村の持続的発展を図るため、「地域未来投資促進法」

等を地域の実情に応じて柔軟に運用し、地域の特性を活かした成長性の高

い新たな分野に挑戦する地域中核企業と企業立地促進に向けた都市自治体

の取組を支援すること。 

（２）地域経済を牽引する中小企業・小規模事業者等の経営基盤強化に向けた

金融対策等の支援を拡充するとともに、都市自治体が独自に実施する中小

企業支援事業に対し、財政措置を講じること。 

（３）認定農業者や集落営農組織等の多様な担い手を育成・確保するための支

援措置を拡充すること。 

（４）農業次世代人材投資事業については、交付要件の緩和や都市自治体の事



 

 

務負担の軽減など、事業の拡充や運用改善を図ったうえで、認定新規就農

者等に安定的かつ継続的な支援ができるよう地方の実態に即した十分な予

算を確保すること。 

（５） 日本型直接支払制度については、都市自治体及び農家等の負担を軽減し、

地域の実情に応じた取組を推進できるよう拡充や運用改善を図るとともに、

十分な予算を確保すること。 

（６）中山間地域や棚田地域振興法に基づき指定された指定棚田地域など、農

山村の振興・活性化のための支援措置を拡充すること。 

（７）鳥獣被害の深刻化・広域化に対応するため、国が主体となり、捕獲の強

化及び処分効率化に向けた取組を行うこと。 

   また、鳥獣被害対策については、地域の実態に即した取組ができるよう

支援措置の拡充や事務の簡素化等の運用改善を図ったうえで、十分な予算

を確保すること。 

（８）安全・安心なジビエ供給体制の整備など、捕獲した野生鳥獣肉の利用拡

大に係る施策を推進すること。 

（９） 酪農、肉用牛繁殖、肉用牛肥育及び養豚等の各経営安定対策については、

畜種ごとの特性に応じた対策を推進すること。 

（10）林業の担い手の確保・育成及び経営の安定化に係る支援措置を拡充する

こと。 

（11）漁業の担い手を確保し、年齢バランスのとれた漁業就業構造を確立でき

るよう漁船取得や独立自営への支援など、新規就業者の確保・育成対策を

継続的に実施するとともに、十分な財政措置を講じること。 

（12）観光地としての国際競争力を高めるため、農林水産物、自然景観及び歴

史文化財など地域の特性を活かした魅力ある地域ブランドの創出に対する

支援を拡充すること。 

（13）すべての旅行者が安心・快適に旅行できるよう滞在・移動等の受入環境

整備等に係る十分な財政措置を講じたうえで、その一層の推進を図ること。 

   特に、観光施設等における多言語対応や無料Ｗｉ－Ｆｉ等の通信インフ

ラなど、訪日外国人旅行者の地方誘客に資する環境整備を推進すること。 

   また、訪日誘客支援空港の認定に伴う支援を継続するとともに、免税制

度及びＣＩＱ体制の拡充やビザ要件の緩和、国際線の誘致など訪日外国人

旅行者の受入体制を強化すること。 



 

 

（14）民泊事業については、騒音など生活環境の悪化に対する住民の不安解消

に努めつつ、健全な普及が図られるよう制度を運営すること。 

（15）クルーズの再興に向けて、旅客船専用岸壁やターミナルの整備を図るな

ど、クルーズ船の受入環境改善に資するハード・ソフト両面からの取組を

推進するとともに、「みなと」を核とした魅力ある地域づくりを促進するこ

と。 

 

６．安心安全な暮らし 

（１）地域包括ケアシステムが効果的に機能するためには、住民の自助を基本

としながら、地域等での助け合いによる仕組みづくりの推進が必要である

ことから、住民主体の取組意識が根付くよう、関係機関のみならず、広く

国民に趣旨の普及啓発を図ること。 

   また、都市自治体が取り組む地域包括ケアシステムの趣旨の普及啓発に

係る事業に対する財政措置を講じるとともに、在宅医療・介護連携体制整

備の充実を図るため、市町村間、各種医療機関、介護事業所間等の多職種

連携強化に向けた財政措置や支援策を講じること。 

（２）老人福祉計画及び介護保険事業計画に基づき、介護サービスが適切に提

供できるよう、サービス基盤整備について、地域の実情を踏まえ、財政措

置を含む必要な対策を講じること。 

   特に、一億総活躍社会の実現に向け、高齢者の利用ニーズに対応した介

護サービス基盤の確保として実施する介護施設整備や介護現場における介

護ロボットの活用・ＩＣＴ化の促進等については、国の責任において十分

な財政措置を講じること。 

（３）介護従事者が不足している状況にかんがみ、介護従事者の確保・育成・

定着と一層の処遇改善を図るため、財政措置を拡充すること。 

   また、山村振興地域等について、慢性的な人材不足が生じている地域の

実情を踏まえた実効ある対策を講じること。 

（４）安心で質の高い地域医療サービスを安定的に提供するため、産科・小児

科・外科・麻酔科等の医師・看護師等の不足や地域間・診療科間等の偏在

の実態を踏まえ、地域に根差した医師を養成するなど、地域を支える医師・

看護師等の絶対数の確保及び偏在の是正に資する即効性・実効性のある施

策を早急に講じるとともに、十分な財政措置を講じること。 



 

 

（５）医師や看護師・助産師等医療を支える専門職の養成・確保及び地域の定

着等を図るため、労働環境の改善等に資する支援策を講じるとともに、十

分な財政措置を講じること。 

   特に、女性医師及び看護師等の復職を支援するなど、離職防止等に資す

る支援策を充実すること。 

（６）小児救急医療をはじめとする救急医療及び周産期医療等の体制整備・運

営等の充実強化を図るため、実効ある施策と十分な財政措置を講じること。 

（７）新たなステージに入ったがん検診の総合支援事業について、国の責任に

おいて、適切かつ十分な財政措置を講じるとともに、恒久化を図ること。 

   また、助成対象者の拡大を図るとともに、毎年度の助成内容を早期に明

示すること。 

（８）国民が等しく予防接種を受けることができるよう、定期予防接種のワク

チンに対し、十分な財政措置を講じること。 

   また、おたふくかぜ等について、早期に定期予防接種として位置付ける

とともに、住民や現場に混乱を招くことのないよう、速やかな情報提供と

十分な準備期間を確保すること。 

（９）公共施設等の老朽化対策については、防災・安全交付金等に加え、地方

財政措置による十分な支援を講じるとともに、必要な技術的支援を行うこ

と。 

   特に、公共施設等の集約化・複合化、転用及び除却に係る財政措置を拡

充するとともに、公共施設等適正管理推進事業債については、期間を延長

すること。 

（10）道路・橋梁等の老朽化対策については、維持修繕に関する省令・告示の

規定に基づく事業等に対し、防災・安全交付金等に加え、地方財政措置に

よる十分な支援を講じるとともに、技術的支援等により都市自治体の負担

を軽減すること。 

   また、橋梁等の点検については、地方の実情を踏まえ、その方法や頻度

のあり方を見直すとともに、幅広く地方財政措置を講じること。 

（11）所有者不明土地の発生抑制・解消に向けて検討されている登記の申請義

務化、土地所有権の放棄、土地所有者情報の円滑な把握等の具体的な仕組

みの検討に当たっては、都市自治体の意見を十分に踏まえること。 

（12）空き家等の流通・利活用をはじめ、都市自治体が取り組む空き家等対策



 

 

に係る財政措置を拡充するなど、その取組が一層推進されるよう積極的に

支援すること。 

（13）空き家の円滑な除却等に資するため、財政措置の拡充など、積極的な支

援措置を講じること。 

（14）空家等対策の推進に関する特別措置法の見直しに当たっては、緊急安全

措置（即時執行）の規定、同法の適用対象の拡大、都市自治体への財産管

理人選任申立権の付与など、地域の特性に応じた課題等を踏まえたうえで、

都市自治体における空き家等対策の一層の推進が図られるよう検討するこ

と。 

（15）都市自治体が取り組むコンパクトシティの形成や中心市街地の活性化等

の都市再生関連施策については、財政措置を拡充するなど、その取組が一

層推進されるよう積極的に支援すること。 

（16）地域住民の日々の移動手段を持続的に確保するため、地域公共交通確保

維持改善事業の予算を十分に確保したうえで、対象要件の緩和など財政措

置を拡充すること。 

（17）鉄道駅等をはじめとする公共交通関係施設のバリアフリー化が推進され

るよう財政措置の拡充など、十分な支援を講じること。 

（18）島しょ部等の生活交通として欠かせない離島航路・航空路等を維持・確

保するため、積極的かつ恒久的な財政措置等を講じること。 

（19） ジェットフォイルは離島航路存続には必要不可欠な存在であることから、

運航会社の建造費に係る負担軽減措置を含めた抜本的対策を講じること。 

 

７．地方創生を実現する財源充実 

（１）地方創生への積極的な取組を推進するため、地域の実情に応じたきめ細

かな施策が実施できるよう、地方財政計画に計上された「まち・ひと・し

ごと創生事業費」を継続・拡充すること。 

   また、算定に当たっては、成果指標に徐々にシフトしていくことについ

て、努力している条件不利地域や財政力の弱い団体が地方創生の目的を達

成できるよう、長期にわたる取組が必要であることを考慮すること。 

（２）都市自治体が地域の実情に応じた息の長い取組を自主的・主体的に継続

して実施できるよう、地方創生推進交付金等の所要額を確保すること。 

   また、同交付金は、自治体間の連携や産学官等の多様な主体の参画促進



 

 

など、地方創生を深化させる都市自治体の施策に活用可能なものとするた

め、要件の緩和など弾力的な運用を図ること。 

（３） 新型コロナウイルス感染症対策に伴い必要となる特別の財政需要に対し

ては、国は必要かつ十分な財政措置を講じること。 

   また、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金について、今

後の経済状況や感染状況に応じて、予備費の活用を含め、更なる増額を図

るとともに、基金への積立て要件の弾力化など、柔軟で弾力的な運用を図

ること。 

   さらに、令和３年度以降においても、新型コロナウイルス感染症が収束

するまでの間は、都市自治体が感染拡大の防止や経済・雇用情勢に対して、

引き続き迅速かつ的確に対応できるよう、新型コロナウイルス感染症対応

地方創生臨時交付金など、都市自治体が必要とする財源について積極的に

措置すること。 

 


